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１．審査過程の説明 
本論文は、小川寛貴氏が、2018 年 1 月 10 日に課程博士の学位申請論文として早稲田大
学大学院政治学研究科に提出し、同研究科運営委員会が 2018 年 1 月 17 日に受理したもの
である。本博士学位申請論文最終口頭試問（審査会）は、政治学研究科から田中愛治（主
査）、河野勝（副査）、学外から前田幸男（東京大学社会科学研究所教授）の計３名を審査
員として、2018 年 2 月 6 日午後 1 時 00 分～2 時 30 分に実施された。本最終口頭試問は本
学の専任教員と助手及び、政治経済学術院所属の大学院生及び研究生に公開されており、
政治学研究科から 2 名の傍聴者が参加した。冒頭で小川氏が本論文の要旨を説明し、その
後審査員が順に質問とコメントを述べ、小川氏が応えるという質疑応答の形で審査を行っ
た。小川氏の退出後、各審査委員はそれぞれの評価を明らかにし、本論文に博士学位を授
与するか否かの判定を行ない、同日午後 2 時 40 分に結論を出した。 
 
２．論文の構成 
 本論文は総頁数、152頁の論文であり、構成は以下の通りである。 
 序 章 
第１章 選挙制度不均一の定義と実態 
第２章 先行研究の整理と本研究の位置づけ 
第３章 理論と仮説 
第４章 政党間競争の分析 
第５章 有権者の分析 
第６章 結論 
 補 遺 
 参考文献 
 
３．論文の概要 
本研究は、選挙制度不均一が政党システムに与える影響を体系的に論じる研究である。
選挙制度不均一とは、1 国内に複数の選挙制度が併存している状態を指すが、それは一つの
選挙制度内に定数が異なる制度内不均一が存在するか、あるいは複数の選挙制度が並立す
る制度間不均一が存在することとして捉えられる。本研究は、この選挙制度不均一の実態
を、厳密に概念化かつ類型化した上で、政党システムにある一定の影響を与えていること
を実証的に明らかにする。その際、特に上記の二つの不均一が同時に存在する日本におい
て、政党間競争と有権者の意識の中における政党に着目し、日本の選挙結果の集計データ
ならびに世論調査による個人レベルデータの分析を通して選挙制度不均一が政党システム
に与える影響を明らかにしている。主に本学位申請論文の概要を以下に示す。 
第 1 章では、本研究の鍵概念である選挙制度不均一について、その定義を示してから、
国内外の実態を詳細に調査し整理した。具体的には、1 国内に複数の選挙制度が併存してい
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る状態を選挙制度不均一と定義し、不均一のパターンとしては、制度内不均一の場合と制
度間不均一の場合の 2 つが存在することを示した。さらに、制度間不均一は、ある政治シ
ステムにおける同一レベルの不均一（例えば、二院制でそれぞれの選挙制度が異なる場合）
と異なるレベルの不均一（例えば、国と地方で選挙制度が異なる場合）とに分かれること
を示した。 
次に、本章では、世界各国の選挙制度不均一の調査を通して、様々な形の選挙制度不均
一が、多くの政治システム（国々）において生じていることを明らかにした。さらに、日
本の選挙制度不均一を世界各国の選挙制度不均一と比較すると、日本の選挙制度不均一に
は制度間均一選挙区と不均一選挙区が同時に存在するという特徴があることが明らかにさ
れた。その上で、この特徴は、選挙制度不均一が政党システムに与える影響を分析する上
で大きな利点を持つことを示唆している。 
第 2 章では、先行研究の議論を整理した上で本研究の位置づけを示している。本章では、
まず「デュヴェルジェの法則」を基礎に置いて選挙制度不均一研究の先行研究の概観を行
なうとともに、日本における選挙制度不均一研究に関して詳細な文献レビューを完成させ
ている。続いて、先行研究との比較において本研究の特徴ならびに位置づけを述べており、
次の 4 点を挙げている。 
第 1 は、本研究が選挙制度不均一の視点を政党システムの分析に導入し、特定の制度と
政党システムとの一対一の関係を自明視する「デュヴェルジェの法則」に沿った先行研究
と、そうした一対一関係からの脱却を図る本研究とは理論的に立場が異なること。第 2 は、
研究者によって定義が曖昧であった選挙制度不均一概念を、明確に定義しその実態を体系
的に明らかにしていること。第 3 に、先行研究では欠落していた有権者の視点から、選挙
制度不均一が政党システム形成において重要なアクターである有権者に与える影響を分析
していること。第 4 に、日本の選挙制度不均一の多くの先行研究において、衆院議員と地
方議員間の「系列」関係に着目するが故に都道府県議会選と衆院選の関係に議論が集中し
ていたのに対し、本研究では参院選も含めたより包括的な視点から日本の選挙制度不均一
を捉え直し、それらの選挙制度不均一が政党システムに与える影響を分析していること、
である。 
第 3 章では、本研究で展開される議論と関係する現代政治学の各理論を検討し、そこか
ら導き出される仮説の提示を行っている。具体的には、はじめに選挙制度不均一と政党シ
ステムに関する基本的な視座を説明した上で、政党間競争（選挙区レベル）と有権者の認
知・態度（個人レベル）について論じている。政党間競争については、戦略的参入と戦略
的投票の議論を基礎として、（各候補者が持つ、もしくは候補者を立てる政党側の）「期待」
に着目し、選挙制度不均一がそれらにどのような影響を与えるのかのシナリオを示してい
る。有権者の視点からのシナリオでは、制度間不均一による「制度環境」の不一致が、有
権者の政党差別化と政党支持態度認識にどのような影響を与えるのかを議論している。 
第 4 章では、政党間競争に関するデータ分析と仮説の検証結果を示し、それぞれに解釈
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を行っている。日本の選挙結果データを用いた集計データ分析からは、以下の 4 点を明ら
かにしている。第 1 に、参院選においては、SNTV 選挙区（いわゆる日本の「中選挙区制」
の選挙区）の方が SMDP 選挙区（いわゆる英国/米国におけるような「小選挙区制」の選挙
区）よりも、候補者数及び有効候補者数が多くなることが示される。第 2 に、制度間不均
一は、衆院選の選挙区への参入候補者数を増加させることが示される。第 3 に、制度間不
均一は衆院選や知事選の有効候補者数を増加させることが示される。第 4 に、制度間不均
一の状態では選挙レベルによる影響力の違いが存在すると考えられるが、この点に関して
はその違いを断定するほど強い形で影響の仕方が断定できないことが示される。 
第 5 章では、有権者に関するデータ分析と仮説の検証結果を示し、その解釈を提供して
いる。2003 年および 2005 年の衆院選世論調査データ （JESⅢ）の分析からは、以下の 4
点を明らかにしている。第 1 に、制度間不均一は有権者の認知の上での政党差別化の程度
を低くする影響があることが示される。第 2 に、制度間不均一が有権者の政党差別化に与
える負の効果は、政治関心の度合いによって緩和されることが示される。第 3 に、制度間
不均一は、政党差別化の阻害を通して、有権者の政党支持態度の保有確率を低下させる傾
向があることが示される。第 4 に、制度間不均一は、政党差別化を阻害するという過程を
通じて、有権者の政党支持強度を弱める効果がある。 
以上の議論と分析を通して、本研究は以下の 2 点を明らかにしたといえる。第 1 に、本
研究における政党間競争の分析（第 4 章）から、選挙区間の不均一が選挙区ごとに異なる
政党間競争を生み出す一方で、制度間不均一は競争に参入する政党数を増加させる傾向が
あること、ならびに候補者数を多くする影響があることが、明らかになった。第 2 に、有
権者の分析（第 5 章）から、制度間不均一選挙区では均一選挙区よりも有権者の政党差別
化の程度は低くなり、その結果として、政党支持態度を保有する可能性が低くなる、ある
いは政党支持強度が弱くなることが明らかになった。以上の点を踏まえると、選挙制度不
均一は一様でない政党間競争のパターンを生み出すと共に、有権者と政党の結びつきが弱
い政党システムを形成する影響を持っていると考えられる。 
 
４．本研究の意義と今後の課題 
 本研究の意義は、多岐におよぶが、大きく分けると 3 点に整理できよう。 
第 1 の意義は、本研究が焦点を合わせた選挙制度不均一という現象に関する理論的整理
と、非常に緻密な論理的推論を通して、理論上の全ての可能性を網羅的（exhaustive）に
視野に入れた上で、現実の選挙制度不均一問題を再整理し、いかなる先行研究も果たせな
かった分類を行っている点である。この意味において、本研究は今後の研究に十分に意義
のある国際比較の視点を切り開き、新たな研究の方向性を提示したといえる。この理論上
の整理に関しては、審査員全員がその緻密さと網羅性に感銘を受けたことを述べている。 
まず、理論的な視点から捉えれば、選挙制度が政党システムに与える影響についての先
行研究に対して、本研究は選挙制度不均一という新たな視座を導入したことにより、新た
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な分析視点を提示することに成功している。言いかえれば、選挙制度不均一は分析の射程
外もしくは例外として位置付けていたデュヴェルジェの法則を起点とする従来までの先行
研究に対して，新たな視座を提供するものである。 
概念を精緻化する上での貢献も挙げられる。まず、選挙制度不均一の概念は研究者によ
って着眼点がまちまちであったが、本研究ではそれがより明確に定義しなおされている。
具体的には、選挙制度不均一の概念を、制度内不均一と制度間不均一という 2 つの下位カ
テゴリーに整理している。これにより，先行研究では十分に調査されてこなかった世界各
国における選挙制度不均一の実態を捉えることが可能となったのである。 
そして、先行研究ではあまり注目されてこなかった，有権者の視点を導入した理論枠組
みを構築した点は、特に高い評価に値する。その中では、「期待」や「制度環境」といった
点に着目し，日本の文脈に依存しない一般的な理論枠組みの構築が目指されている。 
第 2 の意義は，より広い範囲での政治学への貢献として考えられる。一般的な意味で、
政治学における制度研究に対して、本研究は複数の制度をある一定の視座から分析して、
個々の制度の差異を乗り越えて分析射程に収めることの必要性を提唱したという意味で、
若手ながら新しい大きな切り口の比較分析のアプローチを提示したといえよう。これまで
の制度論では，しばしば 1 つの制度だけが分析対象とされ，その中で行動するアクターを
想定してきた。しかしながら，本研究が示したように，アクターは同時に存在する様々な
制度とその一致性に大きな影響を受けるのである。したがって，ある制度の影響を分析す
るにあたっては，分析対象以外に存在する制度とその組み合わせによる影響をも無視し得
ないことが示唆される。この点は、本研究において制度間不均一を扱う分析を行ったから
こそ得られた含意であるといえよう。その意味で，制度に着目して政治現象を理解しよう
とするアプローチ全体に対して，本研究は一定の意義を示している。 
 第 3 の意義としては，選挙制度改革をはじめとした政治制度設計に対する意義を本研究
は持つといえよう。本研究では，選挙区間の不均一および制度間不均一が政党システムに
どのような影響を与えるかを分析しているが、その結果、選挙区間あるいは選挙間で異な
る制度を用いる制度設計を行った場合，どのような帰結が生じるのかに対して一定の予測
を与えることが可能であることを、本研究は示すことができたといえよう。選挙制度改革
の議論は，衆院選や参院選，都道府県議会選など各選挙単独で行われることが多いが、複
数の選挙制度間の影響を明らかにした制度間不均一の分析は，1 つの選挙制度を変更するだ
けでは選挙制度改革の意図通りの変化が生まれないことを示唆している。この意味で，本
研究は選挙制度設計，そして複数の制度間の組み合わせを視野に入れるという意味で、今
後の政治制度設計に対して一定の意義を持ちうる。 
このことは同時に、日本における選挙制度および選挙制度不均一のあり方は、有権者を
必ずしも等しく扱っていないことを明らかにしている。さらに、日本の有権者が直面する
制度環境が選挙区ごとにばらばらである状態から生じる規範的な問題に関して本研究は一
定の含意を示したといえよう。そのことは、必ずしも、どのような種類の選挙制度を採用
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すべきであるとか，選挙制度は均一に設計すべきであるといったような、短絡的な政策提
言につなげるべきものではないが、日本における選挙制度改革を検討する上では避けて通
るべきではない問題（選挙制度不均一）があることを、本研究は示唆している。 
 本論文の課題を敢えていくつか挙げるとすれば、次のような点であろう。第 1 に、有権
者の意識に焦点を当てた個人レベル（世論調査）データ分析においては、分析対象を日本
の 2003－2005 年に限定している。しかし、この時期は日本の政党システムが最も 2 大政
党制に近づいた時期であり、より政党が破片化した（もしくは一党優位政党制の特徴を帯
びた）2012－2014 年では、異なる結果が得られることも考えられるので、時間軸を延ばし
て分析することが今後の課題の一つとなろう。 
 第 2 は、今後は日本だけでなく、選挙制度不均一に関する国際比較を行う可能性を検討
すべきである。特に、二つの種類の不均一が同様に存在するスペインとの比較は、有用で
はないか、との意見が審査会では出された。 
 第 3 点目は、よりミクロな視点での分析の必要性が挙げられる。例えば、都道府県議会
議員選挙の選挙制度が有権者へ与える影響を十分に分析できていない。次に、ミクロなレ
ベルにさらに踏み込めば、有権者になって初めて投票する有権者は、そもそも選挙制度の
不均一という認知を持っていないであろうから、分析対象となる有権者の人口統計学的な
違いも考慮に入れると異なる結果が得られる可能性も、審査会では示唆された。さらに、
有権者の選挙制度に関する認知は 1 時点での制度の相違によって決まってくるのか、有権
者の学習によって決まってくるのかを考えてみるべきとの指摘もなされた。もし有権者の
選挙制度不均一に関する認知が学習に基づくなら、居住地域を頻繁に変える有権者と，同
じ場所に長年居住している有権者では選挙制度に関する認知に相違がでてくるはずである。 
 しかしながら、こうしたミクロな視点での分析は際限なく行われうるし、また個人レベ
ル（世論調査）データ分析に従事してきた審査員からみると、このようなミクロな問題意
識に入り込むと、本研究が示した極めて明確な分析結果の意義から目をそらすことにもな
りかねないとして、研究の方向性として必ずしも望ましくないという意見も出た。 
 上述の様に、本研究は今後更に発展する余地はあるものの、そのことが本研究の価値を
毀損するものでは全くなく、本研究が今後更に発展しうる可能性を示しているといえる。 
 
５．結論 
既に述べてきたように、本博士学位申請論文は、選挙制度のあり方が政党システムに与
える影響の分析を行う際に新たなに選挙制度不均一の視点を導入した研究であり、その意
義は極めて高いといえる。上述の様に、若干の課題（特に第 1 と第 2 の課題）が残されて
いるが、それは本研究の視野を超えるものであり、現時点においては、本論文は現代政治
分析の分野において、選挙制度が政党システムに与える影響の分析として、極めてユニー
クな貢献をしている。 
したがって、本審査委員会、審査委員一同は、本学位申請論文は、博士(政治学)の学位を
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授与するに相応しいものであると認める。 
 
                              2018年2月14日 
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